
平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 21日

上   場   会   社   名   タキロン株式会社 上場取引所 東 大

コード番号      4215 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役 大阪府

　　　　　　  氏　　        名　　　向井寛司 TEL (06) 6267 - 2778
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 21日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 13年 12月 10日

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)経営成績

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 24,546 △ 8.8 626 △ 53.4 685 △ 51.2
12年 9月中間期 26,925 2.5 1,343 17.4 1,405 15.8
13年 3月期 55,292 2,707 2,608

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 143 - 1.83
12年 9月中間期 △ 2,420 - △ 30.76
13年 3月期 △ 4,848 △ 61.61
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期    78,698,816 株   12年 9月中間期    78,698,816 株   13年 3月期    78,698,816 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）13年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当        円     銭

13年 9月中間期 3.50 －    特別配当        円     銭

12年 9月中間期 3.50 －
13年 3月期 － 7.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 65,451 36,185 55.3 459.80
12年 9月中間期 70,080 39,559 56.4 502.66
13年 3月期 69,528 36,455 52.4 463.23
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期    78,698,816 株   12年 9月中間期    78,698,816 株   13年 3月期    78,698,816 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 51,000 1,370 600 3.50 7.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   7 円 62 銭 
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６ ． 個６ ． 個６ ． 個６ ． 個     別別別別     財財財財     務務務務     諸諸諸諸     表表表表     等等等等
（ １ ） 中 間 貸 借 対 照 表

(単位：百万円)  
当   中   間   期

(平成１３年９月３０日現在)
前  年  中  間  期

(平成１２年９月３０日現在)
前　　　　　　期

(平成１３年３月３１日現在)
科　　　　　　目 金　　　　額 構　成　比 金　　　　額 構　成　比 金　　　　額 構　成　比

（　資　産　の　部　） ％ ％ ％

流　動　資　産 　３３，８８７ ５１．８ 　３９，２８４ ５６．１ 　３８，２８２ ５５．１

現 　 金 ・ 預 　 金 １，１４２ １，１２３ １，４６１

受 取 手 形 １３，２８８ １３，７４２ １４，５３７

売 掛 金 ７，５７３ ８，８７３ 　９，４７０

有 価 証 券 １，０００ ５，９９４ １，３１０

自 己 株 式 ０ ０ ０

製 　 品 ・ 商 　 品 ４，９７３ ４，７９３ ４，８１１

原 材 料 ６９１ ７５８ ６８４

仕 掛 品 ８４１ ９０４ ８８２

前 渡 金 １ ９８ ２１

前 払 費 用 １４２ １１８ ２２

短 期 貸 付 金 １，５１９ １，７５９ １，５６９

未 収 入 金 １，４３８ ８０８ ２，２７６

繰 延 税 金 資 産 １，１７４ ３４１ １，２８１

その他の流動資産 １５６ １４ １８

貸 倒 引 当 金 △    ５６ △    ４７ △    ６６

固　定　資　産 　３１，５６４ ４８．２ 　３０，７９６ ４３．９ 　３１，２４６ ４４．９

有 形 固 定 資 産 　１９，９７４ ３０．５ 　１９，１０２ ２７．２ 　１９，３３９ ２７．８

建　　　　　　物 ５，８８２ ５，９８３ ５，８４６

構 築 物 １，２６４ １，３８４ １，３１５

機 　 械 ・ 装 　 置 ６，１９３ ６，２４２ ６，０１４

車 両・運  搬  具 ３８ ４２ ３９

工 具 器 具・備  品 １，２０５ １，２１２ １，１６４

土　　　　　　地 ４，０７６ ４，０７７ ４，０７６

建 設 仮 勘 定 １，３１１ １５９ ８８１

無 形 固 定 資 産 　　　　　４０ 　０．１ 　　　　　３５ 　０．１ 　　　　　４１ 　０．０

施 設 利 用 権 ３０ ３０ ３０

その他の無形固定資産 ９ ４ １０

投 資 等 １１，５４９ １７．６ 　１１，６５８ １６．６ 　１１，８６５ １７．１

投 資 有 価 証 券 ４，２３２ ５，４７９ ４，８０３

子 会 社 株 式 ７１８ １，９９７ ７０４

出 資 金 ５９ ９６ ７４

長 期 貸 付 金 １４０ ２３３ ２２０

差 入 保 証 金 ４１９ ４４４ ４５２

長 期 前 払 費 用 ２１９ ２５１ ２５５

繰 延 税 金 資 産 ５，５６７ ３，６１５ ５，２９８

自 己 株 式 ３２７ ２１９ ２１９

そ の 他 の 投 資 ６７２ ７２２ ６７９

貸 倒 引 当 金 △    ２３７ △      ５７ △　　２５２

投 資 評 価 引 当 金 △　　５７２ △ １，３４４ △　　５９２

　資　　産　　合　　計 ６５，４５１６５，４５１６５，４５１６５，４５１ １００．０１００．０１００．０１００．０ ７０，０８０７０，０８０７０，０８０７０，０８０ １００．０１００．０１００．０１００．０ ６９，５２８６９，５２８６９，５２８６９，５２８ １００．０１００．０１００．０１００．０
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当   中   間   期
(平成１３年９月３０日現在)

前  年  中  間  期
(平成１２年９月３０日現在)

前　　　　　　期
(平成１３年３月３１日現在)

科　　　　　　目 金　　　　額 構　成　比 金　　　　額 構　成　比 金　　　　額 構　成　比
（　負　債　の　部　） ％ ％ ％

流　動　負　債 　１５，２８３ ２３．３ 　１９，９１４ ２８．４ 　１９，１８６ ２７．６

支    払    手   形 ３，５２７ ４，４２４ ４，０５７

買　　　掛　　　金 ７，０９９ １１，２１５ ８，８２３

短　期　借　入　金 ６５０ ６５０ ６５０
長 期 借 入 金
（１年以内返済）

２ ３ ３

未　　　払　　　金 ６０１ ４２３ １，０３８

未　払　消　費　税 １３６ １６２ １８２

未 払 法 人 税 等 ２８９ ５４６ ６６３

未　　払　　費　　用 １，４２５ ６０３ １，６７１

前　　　受　　　金 ４８ １０１ ２６

預　　　り　　　金 ８６２ １，０４３ １，３５５

賞　与　引　当　金 ６３８ ７３８ ７１４

その他の流動負債 ２ ２ ２

固　定　負　債 　１３，９８１ ２１．４ 　１０，６０６ １５．２ 　１３，８８６ ２０．０

長　期　借　入　金 ２２ ２８ ２７

退 職 給 付 引 当 金 １３，４７７ １０，１０２ １３，３４７

役 員 退 職 引 当 金 ２６０ ２５３ ２８９

債務保証損失引当金 ２２２ ２２２ ２２２

負　　債　　合　　計 ２９，２６５２９，２６５２９，２６５２９，２６５ ４４．７４４．７４４．７４４．７ ３０，５２１３０，５２１３０，５２１３０，５２１ ４３．６４３．６４３．６４３．６ ３３，０７２３３，０７２３３，０７２３３，０７２ ４７．６４７．６４７．６４７．６

（　資　本　の　部　） ％ ％ ％

資　　本　　金 　１５，１８９ ２３．２ 　１５，１８９ ２１．６ 　１５，１８９ ２１．８

資　　　本　　　金 １５，１８９ １５，１８９ １５，１８９

法 定 準 備 金 　１５，８８４ ２４．３ 　１５，８２９ ２２．６ 　１５，８５６ ２２．８

資　本　準　備　金 １４，６６１ １４，６６１ １４，６６１

利　益　準　備　金 １，２２３ １，１６８ １，１９５

剰　　余　　金 　　５，１１４ ７．８ 　　８，００１ １１．４ 　５，２７２ ７．６

任　 意 　積　立　金 　　４，０３０ 　　４，０３０ 　４，０３０

配 当 準 備 積 立 金 ２００ ２００ ２００

土 地 圧 縮 積 立 金 ８０ ８０ ８０

別　途　積　立　金 ３，７５０ ３，７５０ ３，７５０

中間(当期 )未処分利益 　　１，０８４ 　　３，９７１ 　　１，２４１

（うち中間(当期)純利益） ( 　 　　１４３) ( △ ２，４２０) ( △ ４，８４８)

その他有価証券評価差額金 △　　　　２ △　０．０ 　　　　５３８ 　０．８ 　　　　１３７ 　０．２

資　　本　　合　　計 ３６，１８５３６，１８５３６，１８５３６，１８５ ５５．３５５．３５５．３５５．３ ３９，５５９３９，５５９３９，５５９３９，５５９ ５６．４５６．４５６．４５６．４ ３６，４５５３６，４５５３６，４５５３６，４５５ ５２．４５２．４５２．４５２．４

負債及び資本合計 ６５，４５１６５，４５１６５，４５１６５，４５１ １００．０１００．０１００．０１００．０ ７０，０８０７０，０８０７０，０８０７０，０８０ １００．０１００．０１００．０１００．０ ６９，５２８６９，５２８６９，５２８６９，５２８ １００．０１００．０１００．０１００．０
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（ ２ ） 中 間 損 益 計 算 書
(単位：百万円)  

当   中   間   期
(平成13年４月１日～13年９月30日)

前  年  中  間  期
(平成12年４月１日～12年９月30日)

前          期
(平成12年４月１日～13年３月31日)

金　　額 百 分 比 金　　額 百 分 比 金　　額 百 分 比
( 経 常 損 益 の 部 ) ％ ％ ％

売　　　上　　　高 ２４，５４６ １００．０ ２６，９２５ １００．０ ５５，２９２ １００．０

売　 上　　原 　価 １７，４３０ ７１．０ １８，７２１ ６９．５ ３９，０１６ ７０．６

売 上 総 利 益  　７，１１６ ２９．０  　８，２０４ 　３０．５  １６，２７６ ２９．４

販売費・一般管理費 ６，４８９ ２６．４ ６，８６０ ２５．５ １３，５６９ ２４．５

営 　 業 　 利 　 益  　６２６ 　２．６  　１，３４３ 　５．０  　２，７０７ 　４．９
営  業  外  収  益 ２１５ ２４０ ４０９

受取利息・配 当 金 ７７ ９２ １４６

雑　　　収　　　入 １３７ １４８ ２６２
営  業  外  費  用 １５６ １７９ ５０８

支 払 利 息 １３ １４ ３１

雑　　　支　　　出 １４３ １６４ ４７６

経 　 常 　 利 　 益  　６８５ 　２．８  　１，４０５ 　５．２  　２，６０８ 　４．７

特 別 利 益 ２０ ― ２，１９３

特 別 損 失 ２６１ ５，６６６ １３，１６３

税引前中間(当期 )純利益又は純損失(△) ４４３ １．８ △ ４，２６１ △１５．８ △ ８，３６１ △１５．１

法人税･住民税及び事業税 ３６０ ５４０ １，２００

法 人 税 等 調 整 額 △ 　　　６０ △ ２，３８０ △ ４，７１２

中間(当期)純利益又は純損失(△) １４３ ０．６ △ ２，４２０ △ ９．０ △ ４，８４８ △ ８．８

前 期 繰 越 利 益 ９４０ ６，３９１ ６，３９１

中　間　配　当　額 ― ― ２７３

利益 準備 金積 立 額 ― ― ２７

中間(当期)未処分利益  　１，０８４  　３，９７１  　１，２４１

注　記　事　項

（中間貸借対照表関係） （当 中 間 期） （前 中 間 期） （前 　 　 期）

１. 有形固定資産の減価償却累計額 ５３，１１６百万円 ５０，９２６百万円 ５２，０５９百万円

２. 受　取　 手　形 　割　引　高 ５２０百万円 １，１８８百万円 １，００９百万円

３. 保　　　証　　　　債　　　務 ９７１百万円 １，８５３百万円 １，１５０百万円

（中間損益計算書関係） （当 中 間 期） （前 中 間 期） （前 　 　 期）

１. 販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額

運  搬  費 ・ 倉  庫  料 １，７１９百万円 １，８５２百万円 ３，６８１百万円

従 業 員 給 料 １，１９４百万円 １，２２９百万円 ２，４５６百万円

賞 与 引 当 金 繰 入 額 ２７５百万円 ３２８百万円 ３００百万円

退 職 給 付 費 用 ２６１百万円 ２６１百万円 ５３８百万円

研 究 開 発 費 ４６７百万円 ４３８百万円 ９３１百万円

２. 一般管理費及び中間(当期)製造費用に含まれる研究開発費

４６７百万円 ４３８百万円 ９３１百万円
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３. 特 別 利 益 の 主 な 内 訳

過 去 勤 務 債 務 償 却 益 ―  ―  ２，１８７百万円

投資評価引当金戻入額 ２０百万円 ―  ―  

特 別 損 失 の 主 な 内 訳

固 定 資 産 処 分 損 １３百万円 ２１百万円 ４３百万円

投 資 有 価 証 券 評 価 損 １９２百万円 ９百万円 １９８百万円

会 員 権 強 制 評 価 損 ７百万円 ６百万円 ５１百万円

特 別 退 職 金 ４８百万円 ―  ５４百万円

退職給付会計基準変更時差異 ―  ５，６１２百万円 １１，２２４百万円

投資評価引当金繰入額 ―  １７百万円 ７４百万円

子 会 社 整 理 損 ―  ―  １，３１２百万円

(重要な会計方針)
イ. 資産の評価基準及び評価方法
● たな卸資産

製　　　　　　　　品 ： 総平均法による低価法
商　　　　　　　　品 ： 移動平均法による低価法
原 材 料 ・ 仕 掛 品 ： 総平均法による原価法

● 有価証券(投資を含む)
売 買 目 的有 価 証 券 ： 時価法(売却原価は移動平均法により算定)
満 期 保 有目 的 債 券 ： 償却原価法
子会社及び関連会社株式： 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの ： 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定)
時価のないもの ： 移動平均法による原価法

ロ. 固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産 ： 定率法（但し、千歳工場は定額法）

但し、平成１０年度の法人税法の改正に伴い平成１０年４月１日以降に取得した建
物(建物附属設備を除く)については、定額法

無 形 固 定 資 産 ： 定額法
但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法

長 期 前 払 費 用 ： 定額法

ハ.　引当金の計上の方法
貸　 倒 　引　当　金 ： 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
投 資 評 価 引 当 金 ： 投資先の投融資額を評価するため、投資先の資産状態及び事業内容の実情を勘案して必要

と認められる金額を計上しております。
賞   与 　引　当　金 ： 従業員の賞与の支給に充てるため、次期賞与支給見込額の当期間対応額を計上しておりま

す｡
退 職 給 付 引 当 金 ： 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込み額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認め
られる額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異及び過去勤務債務については、適用初年度に
各々、一括して費用処理及び費用から減額処理する方法を採用しておりま
す。また、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（15年）による按分額を翌事業年度より費用処理す
ることとしております。
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役 員 退 職 引 当 金 ： 商法第２８７条の２の引当金で、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、退職慰労金規
定にもとづく期末要支給額を計上しております。

債務保証損失引当金 ： 商法第２８７条の２の引当金で、関係会社等への債務保証に係る損失に備えるため、被保
証者の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。

ニ． リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

ホ. 消費税の処理方法
税抜方式によっております。

（リース取引関係）
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（当中間期） （前中間期） （前　　期） 
取得価額相当額 ２，４９３百万円 ２，３０６百万円 ２，４５３百万円
減価償却累計額相当額 １，６７７百万円 １，５５４百万円 １，６５７百万円
期末残高相当額 ８１５百万円 ７５２百万円 ７９５百万円
上記の金額のうち、主なものは、「工具器具・備品」であります。

② 未経過リース料期末残高相当額
（当中間期） （前中間期） （前　　期） 

１年以内 ３６１百万円 ３３３百万円 ３４７百万円
１年  超 ４５３百万円 ４１８百万円 ４４８百万円
合    計 ８１５百万円 ７５２百万円 ７９５百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額
（当中間期） （前中間期） （前　　期） 

支払リース料 １６９百万円 １６８百万円 ３５３百万円
減価償却費相当額 １６９百万円 １６８百万円 ３５３百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

※ 上記注記は、未経過リース料期末残高相当額が有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。

（有価証券関係）
　　子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。


